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1. 序 

応急危険度判定マニュアル 1), 2)によると、木造建築物の

場合、一般に残留変形角は地震時の最大層間変形角の半

分程度であるとしているが、わずか数件の E-Defense 実験

結果を用いた基準であるために、いまだ十分に立証され

ていないと言える。また、鋼構造における柱の損傷と残

留傾斜角の関係について、既往研究では、伊藤ら 3)は、局

部座屈による柱部材の耐力劣化を考慮した骨組みに対し

地震応答解析を行い、部材の損傷と残留傾斜角の関係を

調査した。柱上端に着目した際に、ダメージと残留傾斜

角が関連した関係にあるとしたが、建物全体への被害程

度や残留変形角については言及されていない。そこで、

残留変形角の推定により、最大層間変形であるダメージ

を推定する必要があると考える。 

そこで、本研究では、木造住宅を対象に E-Defense4), 5), 6), 

7)の実大振動台実験の結果を用いて、残留変形角と最大層

間変形角との対応関係を検討及び考察した。 

2. 研究方法

2.1.  検討対象の試験体 

検討対象とした試験体と加振内容を表 1 に示す。実験防災科

学技術研究所の E-Defense 実験データを参照し、外壁損傷の見

られた木造建築物の実験 5 件 4), 5), 6), 7)を対象とした。各試験体に

ついて複数回の加振が行われているが、表 1 にはそのうち最終

の加振方向に関する情報を掲載している。 

2.2.  最大層間変形角と残留変形角の算出 

実験試験体の各構面に設置された変位計の記録から、残留変 

形角と最大層間変形角を求め、最大層間変形角 / 残留変形角の

比を求めた。層間変形角 𝛾 は、変位計の記録 D、1 層の階高 H、

変位計取付部の水平方向の長さ B をもとに文献 5)と同様に次式

により算出した。 

( ) 
0.5

0.2D L H B

H


+ − −
= (1) 

ここで、D、L、H、B は単位 mm での値を用いる。L は下記の

ように定義される量である。 

𝐿 = √𝐻2 + 𝐵2                                    (2) 

3. 分析結果 

3.1  最大層間変形角と残留変形角の比 

図 1 に試験体の構面ごとに最大層間変形角と残留変形角の関

係を示す。グラフにプロットされている43個の点すべてを対象

に、最大層間変形角が残留変形角に比例するとして最小二乗法

により比例係数を算出すると、1.24 であった。これは、最大層

間変形角は平均的には残留変形角の 1.24 倍程度であることを示

しており、応急危険度判定マニュアル 2)において説明されてい

る2倍よりも安全側の値である。 

3.2. 各構面における最大層間変形角と残留変形角 

図 1 では、傾き 1.24 の比例直線付近に分布する点と、

残留変形角をほとんど生じておらず縦軸付近に分布する

点がある。ここで、試験体Dの平面中央部（図 1に示した

D-5-1）、および試験体 Cの平面中央（図 1の C-5-1）に注

目する。表 1 に示した通り、両試験体は同じ構造で、

最終の加振内容も同じであるにもかかわらず、残留変

形角が大きく異なっている。図 2 に D-5-1、図 3 に C-5-1
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の履歴ループをそれぞれ示す。いずれも力-変位関係が塑

性領域に達している。 

4. 結

本論では、木造建築物を対象とし、E-Defenseで行われた振動

実験の結果の分析を行い、最大層間変形角と残留変形角との比

率を検討した。試験体の各構面に設置された変位計の記録をも

とに 1 階部分の外壁各 4 面とその中央での層間変形角を求め，

最大層間変形角と残留変形角の比は、約1.24倍であった。 

残留変形角は開口部の有無などの建築物自体が持つ構造特性

や地震の振動特性に依存することから、検討を行う試験体を選

定し、あらゆる地震波による影響を考慮した建物の挙動推定に

着目した最大層間変形角と残留変形角の比率において検討する

必要があり、今後の課題である。 
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図 1 残留変形と最大層間変形の関係，試験体の挙動の

分類，および力-変位関係算出の対象とした試験体 Dの

記録 

図2 試験体Dの1階平面中央の力-変位関係 

図3 試験体Cの1階平面中央の力-変位関係 
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